






















山下治和

財政課長及び「まちづくり専門員」で構成され，研

究グループの研究テーマを設定し，「ゼミナール」

及び「研究グループ」の研究成果をまとめて整理し，

次年度に関係部局へ提言する。「専門員」は，市長

によって委嘱される嘱託員であり，外部の学識経験

者である。彼らは，独自に研究テーマを設定できる。

｢指導スタッフ」は，庁内幹部職員または外部の学

識経験者である。「ゼミナール」も「研究グループ」

も，構成員は公募による職員である。ただ，前者で

は講師主導型の，後者では職員主導型の調査研究活

動が行われる。年度末には，「ゼミナール」も「研

究グループ」も，「研究成果報告書」を「調整会議」

に提出しなければならない。これらの成果の発表会

は，次年度の4～5月に開催される4)Oなお，政策

研修センターは，「地域研究助成事業」も行ってい

る。これは，「市・大学連絡会」所属の14大学等で

行われる金沢のまちづくりに関する地域研究に対し

て成される助成である。研究成果は年度末に市に提

出され，成果は次年度の5～6月に部長会及び部課

長会で発表される｡96年度には,1研究当たり40~

50万円の助成金が5件に交付された。

金沢市職員研修予算の推移を見てみると，1986年

度から89年度までは横ばい状態(17,007千円～

20,162千円)，90年度から95年度までは漸増状態，

96年度からは急増状態（97年度は96,158千円）であ

ることがわかる。急増の原因は，政策研修センター

の設置に伴う，まちづくり專門員への報酎｜|，関係講

師への謝礼，地域研究助成金，調査研究委託料及び

センター修繕費によるものである。しかも，主要原

因は人件費にある。ともあれ，政策研修センターの

活動，とりわけ調査・研究活動は，職員研修のみな

らず市の政策研究も兼ねた事業としてユニークであ

る。

(2)住民参加型行政

①町会との協働

金沢市においては，住民隣保組織としての町会が

秩序よく体系づけられており，その活動は活発であ

る。組織体系は，班一町会一校下（或いは，地区）

町会連合会一市町会連合会というハイラーキーをな

している（但し，連合会はあくまでも連絡機関であ

る)｡「校下」とは，小学校通学区域の意味である。

1998年4月時点で，班数は11,600,町会数は1,327,

校下（地区）数は62である。また，1993年12月時点

の統計であるが，市民相談課による調査によれば，

世帯の町会への加入率は90.4%(一戸建世帯では

99.6％，集合住宅世帯では69.9％）であった。もっ

とも，形式的に組織だっていて加入率の高い町会組

織は珍しくない。金沢市の町会組織の特徴は，校下

(地区）が住民の日常生活圏としてよくまとまって

いることである。その人的交流の密度の高さから，

校下（地区）町会連合会は社会学上のコミュニティ

に相当すると思われるOすなわち，地区社会福祉協

議会，地区民生委員児童委員協議会,PTA,婦人

会，消防分団等の組織は，校下（地区）単位で組織

されているのであるO

地区社協，地区民生委員協議会等の事務所は，全

校下（地区）に設置されている比較的大規模な「地

区公民館」（97年度4月現在で60館）内に置かれて

いる5)｡そして，各公民館は，総務，文化，教養，

女性，青年，子ども，視聴覚，体育，広報等の專門

部を設けているO專門部を中心とする公民館の運営

は，各町会各町ごとにおおむね2名選出し派遣され

る「公民館委員」によってなされている（金沢市公

民館設置条例第9110条)｡また，その経費は’地

元負担と市補助金で賄われる（同条例第11条)｡施

設整備費に占める市費割合は2/3で，運営費に占め

る市費割合は75％である（1997年4月現在)｡地元

負担は，各町会の「校下（地区）負担金」（の一部）

で賄われている。社会教育施設としての地区公民館

の各校下（地区）町会（連合会）による自主運営方

式，さらにはこのような運営による地区公民館を核

にした自治活動は，内外から「金沢方式」と呼ばれ

ている。

さて，金沢市は，この「金沢方式」を前提にして，

各校下（地区）で発生する行政需要を非行政的に処

理している6)｡たとえば，非事業系一般廃棄物の処

理である。家庭ごみの収集車による収集及び運搬は

市直営で行われている。しかし，排出場所（市は

｢ごみステーション」と呼んでいる）の設置，管理

等の仕事は，各町会に委ねられている。したがって，

排出監視，資源分別の徹底，ステーション清掃等の

運営の仕方は，各町会で考えられ，実行されるので

ある。その際，各校下（地区）ごとに2名の割合で

市から委嘱される「廃棄物対策推進委員」が，市の

清掃行政と地域との間のパイプ役となっている。

また，地域福祉の分野では，1987年度から，市は，

｢まちぐるみ福祉活動推進事業」を市社会福祉協議

会に委託している。そして，各校下（地区）の区社

会福祉協議会及び区民生委員協議会は，「まちぐる

み福祉活動推進チーム連絡会」を各公民館内に設置

している。その構成員は，地区社協，校下（地区）
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